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回次
第26期

中間連結会計期間
第27期

中間連結会計期間
第26期

会計期間

自2024年
　７月１日
至2024年

　12月31日

自2025年
　７月１日
至2025年

　12月31日

自2024年
　７月１日
至2025年

　６月30日

売上高 （千円） 1,192,888 1,233,118 2,476,579

経常利益 （千円） 24,701 139,952 187,604

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 4,548 74,767 112,461

中間包括利益又は包括利益 （千円） △196,871 164,683 △83,315

純資産額 （千円） 1,275,238 1,505,399 1,388,793

総資産額 （千円） 3,885,086 4,016,204 3,954,174

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 0.28 4.67 7.00

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.8 37.5 35.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 71,605 136,981 297,189

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △188,286 71,245 △183,271

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △176,025 △226,637 △334,584

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 349,369 402,999 421,410

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、物価の上昇が依然として続くなか、雇用・所得環境の改善効果等

により、個人消費は徐々に持ち直しの動きがみられ、緩やかな回復基調で推移しております。

　不動産市況においては、マンション価格が高騰し、バブル期に迫る高水準を維持しています。金利上昇や建築

コストの高騰がリスク要因として意識されていますが、外国人投資家の需要増加により価格上昇は続いていま

す。

　このような環境のもと、当社グループはテナント誘致事業、更新及び契約管理事業、ビル管理事業において、

顧客満足度を追求し、当社のサービスを提供することにより、事業の改善に取り組んできました。

　以上の結果、当中間連結会計期間の業績は売上高1,233,118千円（前年同期比3.4％の増加）、営業利益113,460

千円（前年同期比27.2％の増加）、経常利益139,952千円（前年同期比466.6％の増加）、親会社株主に帰属する

中間純利益は74,767千円（前年同期比1,543.9％の増加）となりました。

　②資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は575,319千円となり前連結会計年度末に比べ45,804千円減少いたしま

した。これは主に現金及び預金の減少18,410千円等によるものであります。固定資産は3,436,404千円となり、前

連結会計年度末に比べ108,368千円増加いたしました。これは主に投資有価証券の増加119,689千円等によるもので

あります。

　この結果、総資産は4,016,204千円となり、前連結会計年度末に比べ62,029千円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は979,377千円となり、前連結会計年度末に比べ39,865千円減少いたし

ました。これは主に短期借入金の減少23,023千円等によるものであります。固定負債は1,531,427千円となり、前

連結会計年度末に比べ14,710千円減少いたしました。これは主に長期借入金の減少65,650千円及び社債の減少

10,650千円等によるものであります。

　この結果、負債合計は2,510,805千円となり、前連結会計年度末に比べ54,575千円減少いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は1,505,399千円となり、前連結会計年度末に比べ116,605千円増加いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益74,767千円を計上した一方で、その他有価証券評価差額金の

増加89,915千円及び配当金の支払い48,077千円があったこと等によるものであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ18,410千

円減少となり402,999千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は136,981千円（前年同期比91.3％増）となりました。これは主に税金等調整前中間

純利益122,497千円の計上等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は71,245千円（前期は188,286千円の使用）となりました。これは主に預り保証金の

受入による収入67,240千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は226,637千円（前年同期比28.8％増）となりました。これは主に長期借入金の返済

による支出79,550千円及び配当金の支払額47,528千円等によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,480,000

計 86,480,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
（2025年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年２月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 17,145,800 17,145,800
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

　100株

計 17,145,800 17,145,800 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年７月１日～

2025年12月31日
－ 17,145,800 － 991,100 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

謙雅産業株式会社 東京都渋谷区代々木4-41-7 7,100,000 44.30

鈴木　洋 東京都港区 1,885,200 11.76

清原　雅人 東京都渋谷区 623,100 3.89

井狩　明子 東京都目黒区 370,000 2.31

エリアクエストグループ従業員持株会 東京都新宿区西新宿6-5-1 145,114 0.91

関口　さつき 神奈川県川崎市高津区 143,200 0.89

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 127,893 0.80

丸山　秀治 東京都港区 119,500 0.75

エリアクエストグループ役員持株会 東京都新宿区西新宿6-5-1 117,900 0.74

甚目　裕史 愛知県あま市 80,000 0.50

計 － 10,711,907 66.84

（５）【大株主の状況】
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2025年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,120,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,019,200 160,192 －

単元未満株式 普通株式 6,600 － －

発行済株式総数 17,145,800 － －

総株主の議決権 － 160,192 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。

    　なお「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

2025年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社エリアクエスト

東京都新宿区西新宿

６－５－１
1,120,000 － 1,120,000 6.53

計 － 1,120,000 － 1,120,000 6.53

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年12月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、三優監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 414,327 395,916

売掛金 45,661 34,646

その他 161,135 144,755

流動資産合計 621,123 575,319

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,461,567 1,494,570

減価償却累計額 △708,476 △749,295

建物及び構築物（純額） 753,091 745,275

車両運搬具 25,905 25,905

減価償却累計額 △13,957 △15,553

車両運搬具（純額） 11,947 10,351

工具、器具及び備品 264,069 264,831

減価償却累計額 △245,218 △247,233

工具、器具及び備品（純額） 18,850 17,598

土地 526,276 526,503

リース資産 84,668 86,030

減価償却累計額 △36,162 △39,504

リース資産（純額） 48,505 46,526

建設仮勘定 219 －

有形固定資産合計 1,358,890 1,346,255

無形固定資産

ソフトウエア 8,537 8,032

借地権 51,876 51,876

その他 2,342 2,342

無形固定資産合計 62,756 62,251

投資その他の資産

投資有価証券 695,360 815,050

長期貸付金 89,021 86,438

繰延税金資産 15,065 10,626

長期前払費用 56,157 55,519

敷金及び保証金 855,027 879,165

保険積立金 65,544 50,886

会員権 36,496 36,496

その他 103,043 103,043

貸倒引当金 △9,328 △9,328

投資その他の資産合計 1,906,388 2,027,896

固定資産合計 3,328,035 3,436,404

繰延資産

社債発行費 5,015 4,481

繰延資産合計 5,015 4,481

資産合計 3,954,174 4,016,204

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,542 9,169

短期借入金 84,668 61,644

１年内償還予定の社債 34,100 24,500

１年内返済予定の長期借入金 167,248 153,348

リース債務 23,050 23,068

未払金 429,255 442,951

未払法人税等 40,095 51,962

株主優待引当金 15,017 －

その他 213,265 212,733

流動負債合計 1,019,243 979,377

固定負債

社債 105,150 94,500

長期借入金 176,611 110,961

リース債務 29,131 26,767

長期預り保証金 1,135,615 1,168,811

繰延税金負債 － 33,987

その他 99,629 96,399

固定負債合計 1,546,137 1,531,427

負債合計 2,565,381 2,510,805

純資産の部

株主資本

資本金 991,100 991,100

利益剰余金 592,801 619,491

自己株式 △187,052 △187,052

株主資本合計 1,396,848 1,423,538

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △8,055 81,860

その他の包括利益累計額合計 △8,055 81,860

純資産合計 1,388,793 1,505,399

負債純資産合計 3,954,174 4,016,204
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日

　至　2025年12月31日)

売上高 1,192,888 1,233,118

売上原価 882,426 887,785

売上総利益 310,461 345,333

販売費及び一般管理費

役員報酬 30,024 31,096

給与手当 30,321 32,501

法定福利費 5,867 5,870

求人費 2,450 2,160

減価償却費 12,724 13,743

地代家賃 8,609 9,305

広告宣伝費 10,347 10,254

通信費 2,499 2,289

旅費及び交通費 6,268 7,719

支払手数料 46,668 48,819

顧問料 4,635 4,165

業務委託費 2,160 2,190

交際費 28,374 34,625

株主優待引当金繰入額 － △839

その他 30,330 27,970

販売費及び一般管理費合計 221,282 231,872

営業利益 89,179 113,460

営業外収益

受取利息 99 454

有価証券運用益 14,692 56,086

その他 1,724 846

営業外収益合計 16,515 57,387

営業外費用

支払利息 8,111 8,805

支払手数料 1,434 681

有価証券運用損 70,308 20,514

その他 1,139 894

営業外費用合計 80,993 30,895

経常利益 24,701 139,952

特別利益

投資有価証券売却益 2,610 －

固定資産売却益 818 －

特別利益合計 3,428 －

特別損失

投資有価証券売却損 777 －

固定資産売却損 － 8,531

固定資産除却損 － 1,273

和解金 10,297 4,083

保険解約損 － 3,565

特別損失合計 11,075 17,454

税金等調整前中間純利益 17,054 122,497

法人税、住民税及び事業税 8,850 47,502

法人税等調整額 3,656 227

法人税等合計 12,506 47,730

中間純利益 4,548 74,767

親会社株主に帰属する中間純利益 4,548 74,767

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日

　至　2025年12月31日)

中間純利益 4,548 74,767

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △201,419 89,915

その他の包括利益合計 △201,419 89,915

中間包括利益 △196,871 164,683

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △196,871 164,683

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

前中間連結会計期間

(自　2024年７月１日

　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間

(自　2025年７月１日

　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 17,054 122,497

減価償却費 63,200 65,217

株主優待引当金の増減額（△は減少） △10,080 △15,017

保険解約損益（△は益） － 3,565

受取利息及び受取配当金 △99 △454

支払利息 8,111 8,805

固定資産売却損益（△は益） △818 8,531

固定資産除却損 － 1,273

有価証券運用損益（△は益） 55,615 △35,574

投資有価証券売却損益（△は益） △1,832 －

和解金 10,297 4,083

売上債権の増減額（△は増加） △821 11,014

仕入債務の増減額（△は減少） 3,776 △3,373

前払費用の増減額（△は増加） 11,029 821

前受金の増減額（△は減少） 10,783 11,189

長期前受収益の増減額（△は減少） △11,137 △11,877

その他 △9,064 2,760

小計 146,016 173,463

利息及び配当金の受取額 99 454

利息の支払額 △8,097 △8,798

法人税等の支払額 △81,427 △37,716

法人税等の還付額 15,313 13,662

その他の支出 △297 △4,083

営業活動によるキャッシュ・フロー 71,605 136,981

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 － 10,036

有形固定資産の取得による支出 △125,275 △2,889

無形固定資産の取得による支出 △51,876 △1,200

信用取引決済による支出 △30,295 △11,123

信用取引決済による収入 14,692 42,712

投資有価証券の取得による支出 △33,528 －

投資有価証券の売却による収入 45,152 －

保険積立金の積立による支出 △8,894 △8,894

保険積立金の解約による収入 － 19,985

貸付金の回収による収入 2,576 2,640

差入保証金の差入による支出 △7,205 △25,570

差入保証金の回収による収入 3,547 1,391

預り保証金の受入による収入 43,804 67,240

預り保証金の返還による支出 △41,805 △23,083

その他 818 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △188,286 71,245

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 177 △23,023

長期借入れによる収入 102,000 －

長期借入金の返済による支出 △68,496 △79,550

社債の償還による支出 △20,650 △20,250

長期未払金の返済による支出 △32,565 △32,090

自己株式の取得による支出 △101,375 －

配当金の支払額 △49,708 △47,528

その他 △5,407 △24,195

財務活動によるキャッシュ・フロー △176,025 △226,637

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △292,707 △18,410

現金及び現金同等物の期首残高 642,076 421,410

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 349,369 ※ 402,999

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日

至　2025年12月31日）

現金及び預金勘定 321,162千円 395,916千円

預け金（流動資産その他） 28,207 7,082

現金及び現金同等物 349,369 402,999

【注記事項】

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月26日
定時株主総会

普通株式 49,877 3.0 2024年６月30日 2024年９月27日 利益剰余金

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月25日
定時株主総会

普通株式 48,077 3.0 2025年６月30日 2025年９月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

　前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

１．配当金支払額

　　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

　　るもの

　　　該当事項はありません。

　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　当社は、2024年７月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式600,000株の取得を行いました。この結

　　　果、当中間連結会計期間において自己株式が101,375千円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式

　　　が187,052千円となっております。

　当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

１．配当金支払額

　　２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

　　るもの

　　　該当事項はありません。

　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）及び

当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

　当社グループは、不動産ソリューション事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（単位：千円）

　前中間連結会計期間

（自　2024年７月１日

　　至　2024年12月31日）

　当中間連結会計期間

（自　2025年７月１日

　　至　2025年12月31日）

ビル管理事業 184,568 180,260

テナント誘致事業 34,114 51,791

更新及び契約管理事業 22,075 28,906

顧客との契約から生じる収益 240,758 260,958

その他の収益（注） 952,130 972,160

外部顧客への売上高 1,192,888 1,233,118

（収益認識関係）

　サービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日

至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日

至　2025年12月31日）

　１株当たり中間純利益金額 0円28銭 4円67銭

　（算定上の基礎）

　親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 4,548 74,767

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　中間純利益金額（千円）
4,548 74,767

　普通株式の期中平均株式数（千株） 16,104 16,025

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

      （注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

    2026年２月12日

株式会社エリアクエスト

取締役会　御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鳥井　仁

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 竹村　崇之

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリ

アクエストの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年

12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）　１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・  中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・  中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【表紙】



１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　清原　雅人は、当社の第27期中（自2025年７月１日　至2025年12月31日）の半期報告書の記

載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


